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１）治水経済調査マニュアル（案）の訂正に伴う費用便益分析への影響について

B（億円） B/C

訂正前 → 訂正後 訂正前 → 訂正後

津軽ダム建設事業 8,825 → 8,824 3.2 → 3.2

「治水経済調査マニュアル（案）各種資産評価単価及びデフレーター」の訂正 に伴い、令和3年度に実施した事業に
ついて、費用便益分析への影響を確認しました。

※「各種資産評価単価及びデフレーター（令和3年3月）」における各種資産評価単価の訂正について
https://www.mlit.go.jp/report/press/mizukokudo03_hh_001102.html

※
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◆費用対効果算定根拠

項 目

今回評価 前回評価

前回評価のと
主な変更点

全体事業
（S63～H28）

全体事業
（S63～H28）

残事業
（H27～H28）

現在価値化 現在価値化

Ｃ
費
用

建設費 ① 2,582億円 1,771億円 199億円 ・評価基準年の変更
・維持管理費の見直し

維持管理費 ② 144億円 83億円 83億円

総費用 ③=①+② 2,726億円 1,854億円 282億円

Ｂ
便
益

便益 ④ 8,788億円 4,791億円 3,583億円 ・評価基準年の変更
・資産の更新に伴う変更
・津軽ダム完成時河道の見直し残存価値 ⑤ 36億円 15億円 8億円

総便益 ⑥=④+⑤ 8,825億円 4,806億円 3,591億円

費用便益比（CBR） Ｂ／Ｃ 3.2 2.6 12.7

純現在価値（NPV） Ｂ－Ｃ 6,099億円 2,952億円 3,309億円

経済的内部収益率（EIRR） 15.3% 14.0% 160.5%

○評価基準年次：令和3年度（前回評価基準年：平成26年度）
○総便益（B)：・便益（治水）については評価時点を現在価値化の基準点とし、治水施設の整備期

間と治水施設の完成から50年間までを評価対象期間にして年平均被害軽減期待額
を割引率を用いて現在価値化したもの、及び流水の正常な機能の維持に必要な容
量を確保するため、単独で代替ダムを建設すると想定した場合の費用を「不特定容量身
替り建設費」として算定したものの総和

・残存価値：将来において施設が有している価値
○総費用（C)：・評価時点を現在価値化の基準時点とし、治水施設の整備期間と治水施設の完成か

ら50年間までを評価対象期間にして、建設費と維持管理費を河川分のアロケー
ション率及び割引率を用いて現在価値化したものの総和

・建設費：津軽ダム建設に要した費用

・維持管理費：津軽ダム、浅瀬石川ダムの実績を基に算出
○割引率：「社会資本整備に係る費用対効果分析に関する統一的運用指針」により4.0%とする

＜今回評価＞

○評価基準年次：平成26年度（前回評価基準年：平成23年度）
○総便益（B)：・便益（治水）については評価時点を現在価値化の基準点とし、治水施設の整備期

間と治水施設の完成から50年間までを評価対象期間にして年平均被害軽減期待額
を割引率を用いて現在価値化したもの、及び流水の正常な機能の維持に必要な容
量を確保するため、単独で代替ダムを建設すると想定した場合の費用を「不特定容量身
替り建設費」として算定したものの総和

・残存価値：将来において施設が有している価値
○総費用（C)：・評価時点を現在価値化の基準時点とし、治水施設の整備期間と治水施設の完成か

ら50年間までを評価対象期間にして、建設費と維持管理費を河川分のアロケー
ション率及び割引率を用いて現在価値化したものの総和

・建設費：津軽ダム建設に要する費用（残事業は、H27年度以降）
※実施済の建設費は実績費用を計上

・維持管理費：長井ダム、浅瀬石川ダムの実績を基に算出
○割引率：「社会資本整備に係る費用対効果分析に関する統一的運用指針」により4.0%とする

＜前回評価＞

２）治水経済調査マニュアル（案）の訂正に伴う費用便益分析結果の正誤表

２．費用対効果分析の算定基礎となった要因の変化 誤

【令和３年度第１回東北地方ダム管理フォローアップ委員会津軽ダム事後評価説明資料P18】

２．費用対効果分析の算定基礎となった要因の変化

◆費用対効果算定根拠

項 目

今回評価 前回評価

前回評価のと
主な変更点

全体事業
（S63～H28）

全体事業
（S63～H28）

残事業
（H27～H28）

現在価値化 現在価値化

Ｃ
費
用

建設費 ① 2,582億円 1,771億円 199億円 ・評価基準年の変更
・維持管理費の見直し

維持管理費 ② 144億円 83億円 83億円

総費用 ③=①+② 2,726億円 1,854億円 282億円

Ｂ
便
益

便益 ④ 8,787億円 4,791億円 3,583億円 ・評価基準年の変更
・資産の更新に伴う変更
・津軽ダム完成時河道の見直し残存価値 ⑤ 36億円 15億円 8億円

総便益 ⑥=④+⑤ 8,824億円 4,806億円 3,591億円

費用便益比（CBR） Ｂ／Ｃ 3.2 2.6 12.7

純現在価値（NPV） Ｂ－Ｃ 6,098億円 2,952億円 3,309億円

経済的内部収益率（EIRR） 15.3% 14.0% 160.5%

○評価基準年次：令和3年度（前回評価基準年：平成26年度）
○総便益（B)：・便益（治水）については評価時点を現在価値化の基準点とし、治水施設の整備期

間と治水施設の完成から50年間までを評価対象期間にして年平均被害軽減期待額
を割引率を用いて現在価値化したもの、及び流水の正常な機能の維持に必要な容
量を確保するため、単独で代替ダムを建設すると想定した場合の費用を「不特定容量身
替り建設費」として算定したものの総和

・残存価値：将来において施設が有している価値
○総費用（C)：・評価時点を現在価値化の基準時点とし、治水施設の整備期間と治水施設の完成か

ら50年間までを評価対象期間にして、建設費と維持管理費を河川分のアロケー
ション率及び割引率を用いて現在価値化したものの総和

・建設費：津軽ダム建設に要した費用

・維持管理費：津軽ダム、浅瀬石川ダムの実績を基に算出
○割引率：「社会資本整備に係る費用対効果分析に関する統一的運用指針」により4.0%とする

＜今回評価＞

○評価基準年次：平成26年度（前回評価基準年：平成23年度）
○総便益（B)：・便益（治水）については評価時点を現在価値化の基準点とし、治水施設の整備期

間と治水施設の完成から50年間までを評価対象期間にして年平均被害軽減期待額
を割引率を用いて現在価値化したもの、及び流水の正常な機能の維持に必要な容
量を確保するため、単独で代替ダムを建設すると想定した場合の費用を「不特定容量身
替り建設費」として算定したものの総和

・残存価値：将来において施設が有している価値
○総費用（C)：・評価時点を現在価値化の基準時点とし、治水施設の整備期間と治水施設の完成か

ら50年間までを評価対象期間にして、建設費と維持管理費を河川分のアロケー
ション率及び割引率を用いて現在価値化したものの総和

・建設費：津軽ダム建設に要する費用（残事業は、H27年度以降）
※実施済の建設費は実績費用を計上

・維持管理費：長井ダム、浅瀬石川ダムの実績を基に算出
○割引率：「社会資本整備に係る費用対効果分析に関する統一的運用指針」により4.0%とする

＜前回評価＞

２）治水経済調査マニュアル（案）の訂正に伴う費用便益分析結果の正誤表

正
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